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資料 1

厚生労働省 生活保護受給者の社会的居場所づくりと新しい公共に関する研究会
2010.6.28 航空会館

生活保護受給者の「社会的居場所」づくりと「新しい公共」に関するメモ

岡部卓 (首都大学東京 都市教養学部 人文/社会系 教授)

<報告>      !
1 社会的居場所はなぜ必要か
2 貧困と社会的居場所の関係
3 貧困対策としての生活保護制度
4 自立と「働くこと」の関係
5 生活支援における「新しい公共」の関係

1 社会的居場所はなぜ必要か

(1)国民・住民生活と生活 リスク

①人口/家族/地域/産業/雇用/環境等の構造変容

②生活リスクの態様

③生活リスクの対処と課題

・家族/市場/国家

。新たなシステム (考え方・仕組み 。体制 。方法)の検討

(2)社会的居場所とは何か '

①社会的居場所の目的

②機能

2 貧困と社会的居場所の関係

―図1.2.3

―図4
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(1)貧困の概念

「
「  '①絶対的貧困■相対的貧困   ~ ~~    ~

○もの

○生活様式と生活資源

②社会的排除としての貧困

○関係

③ケィパビリィティの欠如としての貧困

○ものと能力・機能の組み合わせ

(2)貧 困をめぐる生活問題

①格差・不平等と貧困 。社会的排除

②生活問題の多様性 。重層性・広汎性

③生活問題の現代的課題

○所得の喪失・低位性の固定化→生活諸部面への波及

○物心両面への着日         ・

―とりわけ将来への展望 (希望)が見いだせない

○生活の規則性→労働の規貝1性

○つながりの希薄化―家族 :地域・職域

.3 
貧困対策としての生活保護制度

(1)社会保障の役割・意義

(2)所得階層と社会保障                       一図5

①前提としての雇用対策・住宅対策

②所得階層と社会保障・社会福祉制度

○一般階層  →社会保険、福祉サービス

○低所得階層 →社会手当、生活福祉資金貸付制度等、福祉サービス

○貧困層  →生活保護、福祉サービス
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(3)生活保護制度の役割・機能

最低生活保障 (所得保障)と 自立助長 (対人サービス)

① セーフティ。ネット

② ナショナル・ミニ■ム

その他 ③所得再分配機能、④生活と経済の変動安定化機能、⑤社会的統合機能

4 自立と「働くこと」の関係

(1)自 立と自律

自立―公私の援助を受けないこと     ←依存

自律―選択と決定に基づく生き方の選択   ←他律

(2)生活保護における自立・自律

(3)「働 くこと」 (労働)の意味と範囲

① 「働くこと」 (労働)の意味

生命・生活 。関係性の構築・自己実現

②「働くこと」 (労働)の範囲

。有給労働 (ペイ ドワーク)と 無給労働 (ア ンペイ ドワーク)

。就労成立の三条件

・就労移行への三条件

・多様な働き方

・「働くこと」 (労働)と 生活保護制度における自立 ,自 律の関係

5 生活支援と「新しい公共」の関係

一図6

=図 7

一図8

一図9

-図 10

-図 11
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(1) 新 しい公共 ―図12

:市民。営利 :非営利 :行政の連携・協働のもとでどのように社会の諸課題 (公■の課 ~ |  ~
題)を緩和・解決に立ち向かうか

―行政 (官)が担う公共から市民・企業・NPO等 が連携・協働して担う「新しい公
共」ヘ

‐
一考え方・仕組み・体制 。方法の検討

*参考 :A 家族 。地域など (イ ンフォ,マルセクター)                .
B 企業 (営利セクター)
C 社会福祉法人、NPO等 (民間非営利セクター)
D 行政 (公的セクター )

一公 (D)民 (BoC)私 (A)
。各セクターの特徴 (利点と課題)の検討

企業二企業の社会的責任、社会貢献 (事業、寄付等)、 ソーシャルビジネス等

社会福祉法人・NPO等 一自発性、先見性、柔軟性等の特質を活かした活動
行政‐全体性 。安定性・継続性を視野に入れた制度運営

・ガバナンス (統治)コ ンププライエンス (法令遵守)ア カンタビリティ (説明責任)
。統制と裁量

・ソニシャルキャピタル (社会関係資本 )

。資源 (人 。モノ・カネ 。ノウハウ。情報 )

'関係構築とパー トナーシップ (協力関係)と それを支える条件整備

(2)生活支援を支える仕組み 1体制 。方法の例
一図13
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生活の構造

(岡部卓 作成)
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[図 2]現代の生活問題の態様

地域社会

問 題 群

孤独死等

1 家族関係の不調等

場

、 A_

(岡部卓 作成)

経済環境・労働環境 。家族環境等の変容
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[図 3]社会的包摂と社会的排除

を発″タタ

(岡部卓 作成)

マジ|ヨリテイ

-7-



[図 41 社会的居場所の効用

心理的サポー ト:満足度

社会的サポー ト:効果

(参考)表出的役割、手段的役割

心理的サポー ト 関係性の修復 。自己肯定感

集うく場との出会い>→憩う<安全・安心>→語らう<話す 。聴く>

社会的サポー ト 社会的スキル、知識、考え方

思 う→考える→行動する

(岡部卓 作成)
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[図 5]所得階層と所得保障制度

経済状態

<ス トック><フ ロー>

一般階層 ′

′

′

″

′

′

低所得層 ′
′

′

′

′

′

′

′

貧困層
′

′
′

′

′

′

′

′ ´
極貧層

○社会保険

<フ ロー>―所得調査(制限)
○社会手当

○公営住宅

○生活福祉資金貸付制度

○第 2のセーフティネット

くフロー・ストック>一資力調査

●生活保護制度

○第 2のセーフティネット
○ホームレス自立支援法

*代表的制度のみ列拳

*鎖線の左上が制度適用されていることを表している。

(岡部卓 作成)
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[図 6]自 立と自律

1.自 立と自律の考え方

A 自立一依存
B 自律―他律

2.類型

依存から自立ヘ

他律から自律ヘ

(岡部卓 作成)

A 自立 仏a) 依存 fAb)

B 自律 CD 依存 (Bb)
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[図 7]生活保護制度のあり方に関する専門委員会における自立概念(3.つの自立)

精神的自立(人格的自立)

自己選択/自 己決定

前提となる社会福祉法

(岡部卓 作成)
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[図 8]働くこと(労働)の範囲

晨7彎靱 爵彎3,, |力野1設芳,|ず】ril驚:LI:ふ ι
'鸞

I雛方

労働市場 準労働市場 非労働市場 非労働市場 非労働市場

一般企業、商店、

自営等

シルバー人材セ

ンター、社会就労

センター等

ボランティア、

サークル等

リハビリテーショ

ンセンター、デイ

アセンター等

家事、育児、介護

等

経済的自立 経済的自立 社会的自立 日常生活自立 日常生活自立

(岡部卓 作成)
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[図 9]就 労成立の三条件

意思 能 力 場

稼働意思

a就労意欲形成

b就労意欲助長

稼働能力

a能力開発(技能訓練・教育)

b能力活用

稼働場所

a就労場所の創出

b就労場所の確保

(岡部卓 作成)
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[図 101 就労移行への三段階

働く―|‐ |‐  ← :‐ ■■1働けなぃ |■ |‐ ■|■■■ |1働きたくない

意欲助長         意欲形成 。助長          意欲形成

能力の活用        能力の開発・活用         能力についての理解

環境の整備        雇用の開拓・倉J出         環境への理解

↓

蓄妻
(岡部卓 作成)

↓ ↓
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[図 11]多様な働き方

労働市場 lAN 準労働市場(B) 非労働市場(C)

T般就労 社会的(福祉的)就労 社会参加/生活

(岡部卓 作成)

B∩ C

‐‐‐就職前‐‐‐‐‐‥‐‐一一鰤
日

」

常

ヽ
生
豪
活
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[図 12]各セクターの特質と課題

経営主体 :特質 課題

民

営利二企業 企業の社会的責任 (企業

市民)等

企業利益と公益性の調

和等

非営利―NPO

一社会福祉法人

一その他 (法人等 )

・先見性 。自発性・柔軟

性等

・活動を支える基盤 (人 ,

カネ 。モノ・情報 。ノウ

ハウ)

官
行政 ・全体性 。計画性 。安定

性・継続性等

統制と裁量の判断、社

会的合意と財源調達等

(岡部卓 作成)
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[図 13]貧困・低所得者とサービス提供組織

<地域 >

制度・対象 。実践対象

く対象>
・個人
・家族
・団体
・地域

実施主体
   製響皇襟

策主体

く主体>
・サービス提供主体
・実施主体  ・
・政策主体

(岡部卓 作成 )

サービス提供主体

く給付形態>
・金銭給付

(経済)
。現物給付
。対人サービス

←∋叫
労

　

　

働
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資料2

生活保護受給者の社会的な居場所づ<り と
新しい公共に関する研究会 提言骨子 (案 )
(研究会における意見を6、まえたもの)

1 検討の趣旨

(1)提 言をとりまとめた趣旨

2 現状の認識と課

(1)生活保護をとりま<環境の変化
① 社会の変化
。 少子高齢化の進行

・ 雇用失業情勢の悪化

・ 賃金の低下

② 福祉の変化
。 自立支援の強化

・ 利用者本位への変革

(2) 課題の所在 (現状の整理とFo5題の把握)
・ ケースワーカーが急1曽する保護申請 。相談に追われ、就労支援や自立

支援への対応が不十分

・ ケースワークのシステム化が図られておらず多力面からの解決策が提

案出来ていない ´

・ 生活保護受給者の孤立化の防」

。 その他世帯の急増

・ 就労意欲の喚起
。 生活保護世帯の課題の多様化

・ 専門的な対応を要する事例の増加

・ 貧困の連鎖の防止

。 子どもに対する支援の不足

・ 行政の提供するサービスの限界

3 課題に対する基本的な考え方



(1)生活保護受給者の社会的な居場所づ<り
。 生活保護受給者の孤立化の防止や就労意欲喚起等のため、社会的な居

場所づ<りが必要ではないか
。 対象者を明確化し、各対象者に適含した社会的な居場所づ<りが必要

ではないか。

(2)新しい公共との協働
。 社会的な居場所づくりといつた地域課題については、行政だけ取り組

むのではなく、新しい公共と協働して取り組むべきではないか

4 生活保護受給者の社会的な居場所づくりを行うことの意

(1)社会的居場所の定義
・ 気楽に集まれる場所、排除されない場所、失敗してもよい場所、社会

性を回復し次へのステツプとする場所

(2)社会的居場所づ<りを行うことの意義
・ 就労意欲の減退している力に対してボランティア活動や企業体験等を

行うことにより、就労意欲を喚起する

。 生活保護受給者の孤立化を防ぎ、社会とのつながりを保つ

。 自分の抱える課題のとらえ直しをして<れる人の存在
・ 仲間がいることにより生まれる「頑張ろう」という力

・ 他人のために何かの役に立つているという「役害」」の存在が自尊′bの

回復ヘ

5 行政と新 しい公共が協働することの意

(1)新 しい公共とは
。 社会活動に取り組む民FE3D企業、NPO法人、社会福祉法人、市民
(2)行政と新しい公共が協働することの意義
。 それぞれの専P]分野の協力を得ることで、行政だけでは対応できない

専門的な対応が可能となる

。 硬直的な行政とは異なり、迅速な対応が可能となる

. 支援の車高が広がることによる受給者の意欲喚起
・ 福祉事務所の負担軽減

6 社会的居場所の確保と新しい公共との協働を促進するために



(1)促進に向けた考え方

① 自立支援のあり方
・ 経済的自立 。日常生活自立・社会生活自立は別個に存在するものでは

な<、 就労支援を行うために日常生活の支援をおこなうなど、それぞれ

関連性をもっているもの
。 自立の相関性について改めて認識することにより、個々の受給者に適

した支援が行うことができるようになるのではないか

② 多様な「働き方」
・ ｀ボランティアや就業体験などの社会参加を1つの「働き方」としてと
らえ直すことにより、多様な働き方というものを認めていけるのではな
i いか

③ 当事者を尊重した支援 ‐

, 自立のためには、やらされるものではな<、 受給者が自ら選択し自ら
参力0するという当事者性が必要ではないか

(2)促進するための具体的な方策

① 可視化
。 多様な働き方の提示、当事者が選択可能となるよう様夜な情報の提供、

行政とNPO等それぞれに対する存在の認識、説明責任を果たすために評
価の明確化、など、金ての段階において可視イじが必要

② 地域との協働
・ 地i或の理解を得て、支援者と地域が助け合っていくべきであるが、ど

のように支援の地域化を広げていくべきか    '
・ 行政とNPOの情報交換をどのように図ってい<か
。 行政と、新たな/AN共を担う地域資源や NPO等が協働してい<必要があ
るが、どのように支援の地域化を広げていくべきか
。 行政とNPO等の情報交換をどのように推進していくべきか
。 生活保護受給者が様々な居場所に関する情報を得る機会を増やすため

にはどうすればよいのか
。 福祉事務所が、新しい公共を担う地1或資源の情報を十分に把握するに



はどうすればよいのか

③ 支援者
。 支援者の確保と育成のために予算が必要

・ 支援者の質の担保をどう図つていくか

④ マネージメントの必要性
: 様夜な地域資源を活用してい<ためには、支援される人に常に伴走す
るパーソナルサポ‐卜やコーディネーターなど、マネージメント機能が

必要ではないか              、

` ケースワークを、様々な地域資源につなげるコミュニテイ=ワークヘ
と進める必要があるのではないか

⑤ 説明責任と評価
。 本格的な就労の前段階として居場所を設ける事の必要性について、説

明責任が必要ではないか
。 説明責任を果たすにあたっては、具体的な数字等で検証・評価し、費

用対効果を明らかにする必要があるのではないか

⑥ その他
・ 居住支援 (住宅手当等の現金給付型だけでな<、 現物給付型も含む)

を拡充することにより、生活保護から自立させることができるのではな

いか
。 生活保護受給者のみに対する支援とならないような支援のあり方を検

討すべきではないか
。 取り組みのノウハウが蓄積出来るシステム作りが必要ではないか

り組み事

・ 釧路市
。 新宿区

・ 旭川市
。 大牟田市



参考 1

セーフティ・ネットワTク の実現に向けて
～セーフティ・ネットワーク実現チ=ム中間とりまとめ～

(抜粋 )

平 成 22年 5月 24日
セーフティロネットワーク実現チーム

「緊急雇用対策」 (平成 21年 10月 )に基づき「ワンス トップ |サニビス・デ

イ」や「年末年始の生活総合相談」を実施し、下定の目的は達成 したが、離職

等による貧困・困窮の状態にある人々の雇用や居住、生活を支える「セーフテ

ィネット」の脆弱さが浮き彫 りとなつた。

(1)制度・窓日の「縦割 り」支援からの脱却
(ワンストップ・サービス等の限界)

「ワンス トップ・サービス・デイ」は、場所 。職員確保の問題から恒常的

実施は困難である。年末年始の生活総合相談も、期間中に利用者の課題把

握・活用可能な支援を相談し、年明け以降の具体的支援に結びつけるには至

っていない。

(利用者ニーズヘの対応 )

「ワンス トップ・サービス・デイ」の取組等で明らかになった課題を踏ま

え、本年に入つてから、第二のセーフティネット等に関する総合相談を日常

的にワンス トップで実施する住居 ,生活支援ア ドバイザーをハローワークに

設置するなどの取組を行なっている。その一方で、社会的に排除された期間

が長期にわたった場合には、様々な生活上のリスクが重なり、自身の抱える

問題を認識することも困難となる。自立に結びつけていくには、利用者一人

ひとりのニァズや状態を個別に把握 しうつ、その生活上のリスク全体を受け

止め、丁寧な相談・カウンセリングなどにより継続的に関わることが不可欠

である。

(略 )

2.対応の方向と当面の取

・居住・生活支

『セーフティロ
このような課題に対応するため、以下の取組を通じて、雇用

援サービスが「個別的」「継続的」「制度横断的」に提供される

ネットワーク』の実現を図る必要がある。



(1)「パーソナル ロサポー ト (個別支援 )」 サービスの導入

年末口年始の貧困口困窮者支援の取組で明らかになつた様々な課題に対応

するため、様々な生活上の困難に直面している利用者に対して、パーソナ

ル・サポーターが、個別的かつ継続的に、相談 "ガウンセリングや各サービ

スヘのつなぎを行う「パ=ソナル・サポート (個別支援)」 サービスを導入

することが必要である。

この取組の導入に向けて、本年度から「モデル ロプロジエクト」を全国数

か所で実施しつつ、並行して制度化に向けた検討を進める。

<対応の方向性>       |
年末・年始の貧困・困窮者支援の取組で明らかになった課題に対応するため、

新たに「パーソナル 。サポー ト (個別支援 )」 サービスを導入する必要がある。

パーソナル・サポー ト・サービスとは、様々な生活上の困難に直面し本人の

力だけでは個々の支援を適確に活用して自立することが難しい利用者に対 し

て、パーソナル・サポータ∵が、個lll的かつ糸区続的に相談・カウンセ リング

を行い、問題を把握 し、必要なサービスのコーディネー トや開拓、自立に向

けてのフォローアップを行 うていわば 「人によるワンス トップ・サービス」

である。

このようなパーソナル・サポー ト・サービスは、地域のNPOや 教育機関、
民間企業等が提供主体となって個別支援を行 うことが大きな特徴であり、こ

のような取組が有効に機能するためには、地域において行政や制度の「縦害1

り」を超えた制度横断的な支援体制を作ることが重要である。

<当面の取組>
(モデル・プロジエクトの実施 )

パニソナル・サポー ト・サービスの導入に向けて、現場レベルでの取組を踏

まえた実際的な議論が不可欠であることから、「モデル・プ■ジ三ク ト」を実

施することとする。モデル・プロジェクトの第下弾として、神奈川県横浜市、

北海道釧路市、京都府等の非正規労働者や長期失業者等への支援の実績等の

ある地域 (自治体)で実施することとし、本年秋からの開始を目指す。また、

それ以外の地域においても、モデル・プロジェクトとしての条件が整ったも

のについては、第二弾以降追力目的な実施を進める。

なお、このモデル・プロジェクトは、今年度から来年度にかけて、都道府県

に造成されている「緊急雇用創出事業」の基金を活用して実施することを念

頭において実施準備を進める。

(検討委員会の設置と制度化に向けた検討)

パーソナル・サポート0サこビスの具体的な設計を行うため、



専門家等からなる検討委員会を設置し、モデル・プロジェクトから得られた実

績や課題等の分析を行いつつ、

(ア)パーソナル・サポーターの対象分野や支援分野等の基本的な考え方、 |
(イ )パーソナル・サポーターの役害Jや養成 。確保体制等の具体的な設計、

(ウ )パーソナル・サポート・サービスを支える地域体制の構築

など制度化に向けた課題について検討を進める。

また、必要に応じ、モデル・プロジェクトヽの拡大やパーソナル・サポーター

の育成推進に向けた検討を進める。

(略 )

これらの内容については、新成長戦略の雇用 。人材戦略に反映することとする。



パーンナル・サポニト (個別支援)
・サニビスについて

平成22年5月 11日

内 ‐閣 府
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昨年来の貧困口困窮者支援の取組と今後の課題

.昨年来の貧困・困窮者支援の取

〇 年末年始に求職中の貧困・困窮者が、再び「派遣村を必要とすることなく、安心して生

活が送れるようにする」ことを目標に、「ワンストップロサービスロデイ」を11月 と12月 の2回

開催し、「年末年始の生活総合相談」の実施を各自治体に要請。

ワンストップ・サービスロデイ
・第1回 :平成21年 11月 30日 実施77か所、協力215市町村、利用2,404名

:第2回 :平成21年 12月   実施204か所く協力400市町村、利用3,926名
年末年始の生活総合相談
・大多数の自治体が12月 29日 及び30日 に相談窓口を開庁。実施194自 治体 来所5,535名

・東京都において、求職中で住居のなぃ方を対象に都内の施設において生活総合相談と宿泊 0

食事等の提供を実施 入所者860名

2.今後の課題

○ 住居を喪失した求職者の支援に対して国や地方自治体が責任を持つて対応したという

点で、一定の目的は達成したがt以下の課題について引き続き検討が必要。

①貧困・困窮者は氷山の一角。より広い対象者に適用可能な普遍性のある対応策が必要ι

②利用者一人ひとりの二=ズや状態に応じたきめ細かな支援が必要。→「個別的な対応」

③年末に「年を越せないのではないか」という不安を抱えなくて済むような、年間を通じて、また、

利用者それぞれのステージに応じた一貫した対応が必要:→「継続的な対応」

④ワンストップロサービスの趣旨を踏まえ、縦割り支援体制の克服が必要。→「制度横断的な1対応」



○課題に対応するため、非正規労働者や長期失業者、未就職新卒者等を支える雇用・

居住・生活面の支援サービスが、「個別的」・「継続的」口「制度横断的」に提供される
「セーフティ・ネットワーク」を構築する必要。
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「個男1的」・「継続的」:「横断的」に提供される『セーフティ・ネツドワーク』の構築| :    | |― |  |■ |  ‐|         
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「パーソナル・サポート(個男1支援 )・サービス」の導入二「人によるワンストップロサービス」の実現

「パーー1 ル・サポータニ」が マンロツー ロマン

・ イメージは「専門知識をも|つ友人」。友人は、病院を退院しても、生活保護を脱去日しても、友人であることを止めない。

・ 「パーソナル・サポーター」の養成システムのあり方について、諸外国の事例も参考に検討を行う。この場合、NPO

や専門学校等教育機関、福祉関係機関等とも連携して、人材育成について相当な能力・実績を有する者を確保する。

・ PSサービスの重要性は、若者就労支援に限つたものではなく、高齢者・障害者など全般に通用するものである。

なお、現状においては、これまでのセーフティネットが十分にカバーしていない若年者への対応が特に急がれる。

○パーソナル・サポニト・サービスが有効に機能するためには、行政や制度の「縦割り」を乗り越え (「連

携」を超えた「一定の権限付与」が不可欠)、 地域で制度横断的な支援体制を作る必要がある。

○また、パニソナル・サポート・サービスの提供主体については、顔の見える水平的な個別支援を継続さ

せる必要から、地域のNPOや教育機関、民間企業などの積極的参加が不可欠。    |

2

に、相談・カウンセリングや各サービスにくつなぎ〉、またくもどす〉倒 奎担竪。



（尋ｅくいヽ日ヽ緊Ⅸ）



○イギリスでは、「ニューディール政策(1998年～)」の一環としてtジヨブセンターロプラス(※ 1)を中心に、離職
期間に応じた就労支援を展開しており、一定の成果をあげている(※ 2)。
※1求職者手当、所得補助、就労不能手当等の給付サービスや職業・教育訓練等の雇用サービスを総合的に提供する機関
※22009年 10月 から、新たに4段階として、専門プロバイダーによる就労支援を展開 (フレキシブル・二■―ディール)。

○全国約1,500か所のジョブセンターロプラスに91000人 (2006年 )を超える「パ∵ソナル・アドバイザー」を配置。

求職者手当受給者―人一人にパーソナル・アドバイザニがつき、就職活動を一貫してサポート(手当受給者
は面談を受ける等の義務を負う)。
○相談は定期的(2週間に1回 )に実施。1人当たり所要時間は相談者の支援の必要度に応じ20～ 60分程度。
○パーソナルロアドバイザーは、就職支援に関する相当の専門的知識が必要 (450/0の者が5年間以上の経験 ,

また、助言二指導に関する資格 (例 :NVQレベル3又は4)の取得が推奨)。

担当する手当受給者に対し、個別的口継続的な面談及び就職に結びつく

'舌

動の提案を実施し、

<参考例>イギリスのパTソナル・アドバイザニ (概要)

手当受給者に自信をつけさせ、求職活動に必要な技能を身に付けさせる

5
Work and Pensions HP, US Delivering effective services through Personal Advisers(National Audit Office)



「パ■ソナル,サポT卜」の具体的な検討について

1.「パーソナル・サポート」に関する検討課題

・PSサービスが想定する、主な対象者と支援分野

・PSサービスの制度的な位置づけ など

②「パーソナル・サポーター」の具体的な設計

・パァソナル・サポーターの役割、任務、権限

・パーソナル・サポニタ‐の養成・確保体制、必要な人数見通し など

③ PSサービスを支える地域体制の構築 等       :
・PSサービスの実施主体、地域の包括的支援体制の構築

・PSサービス導入の推進体制とスケジュール設定 など

2.「モデル・プロジエクト」の取組

口非正規労働者や長期失業者等への支援の実績等のある地域 (自治体)において、パ,ソナ

ル 0サポート導入の「モデル・プロジェクト」を実施する方向で検討・調整中。

6



第 5回研究会におけるブレーンストーミングのまとめ

1本資料は、第5回研究会の中で行われた「新しい公共の考え方のもとで、生活保護受給者の社会的居
|

i場所づくりをすすめることの意義」に関するブレーンストーミングの結果をまとみたものである[ 1

新 しい公共の考え方のもとで、生活保護受給者の社会的居場所づくりをすすめることの意義

生活保護行政の効果的な運営・実施を推進

につ|ながる
=■
111

「新 しい公共」のよりよい展開を推進



第5回研究会 謄聴者によるコメントシートのまとめ

第 5回研究会では、ワール ド・カフェ方式による意見交換を行つた。傍聴者には、その過程を傍聴し

て頂くとともに、希望者には、傍聴者同士による意見交換を並行して行つて頂いた。本参考資料は、

研究会の最後に、傍聴者に依頼し提出が得られた 「コメントシー ト」の内容をまとめたものである。

本研究会の取り組みに関心を持ち、傍聴されている関係者からの意見 として、ご参照頂きたい

1.居場所について                 .

コメン トシー トにおける質問  ｀

<あなたにとっての「居場所」とは・・・。よかつたら教えてください。>

`心がさびしくなったとき行かれる場所。居場所は人とのつながり。

・自分をすべてさらけだせる場所。

L人に尽きることを今日再確認できました。 1人でいる居場所も見守られて安心できるからこその居場

所。自分が
｀
居場所、だと思える場所が複数あることが理想的。

。安心して自分のことが話せる場所であり、共感しあえる場。その事によつて、自分自身を肯定 (生き

ていていいんだと思える)できる場所。自分の感情を表現できる場所。いろいろな他者との出会いに

よって生きる意味を見いだせる。

。そこにいて、何か「しなくても」、「居る」だけで OKな場所。全存在の肯定スペース。
・失敗しても安心して戻れる場所と思います。一方で、元気がある時には自らが動いて作る場所と思い

ます。

。職場と家庭 (本当は地域といいたいところですが、仕事と子育てに忙しくて、他のチャンネルが切れ

ています。)

。職場とアパー ト。言い換えれば、役割 (を得られる場所)と 安心 (できる場所)。 グループの議論でい

えば、舞台と楽屋 になります。
・気持ちがおちつく場所。安心して生活できる場所。自分が仕事を通じていきいきできる場所。

。現在の仕事場であり家庭。

・「安心」できる場所。「役割」がある場所。明確ではなく、いろいろな所に存在する (していい)のだ

と思います。

・何もし`ないでいられる場所十何かできる場所。→役割を離れられることは大切。けれど同時に、何も

ないと所在がない。役割は他者との通路でもある。両方あるといい。

`安心できる場所。ホッとできる場所。

・迎え入れる人が居て、安心して居られて、仲間が居て、自分の役割がそこに有って、何もしなくても

居られて、居ることが容されて、そこに出入りすることが自由で、居ると温かい想いに満たされて、1



人の人間として認められて、出会いがあつて、自分の中に可能性を感じ取ることが出来る場所。

2.居場所づくりをすすめるために

コメントシー トにおける質問       ―

<「居場所づくり」をすすめていくうえでのアイディアをお願いします。>

社会性をつけていくのに、アイデアが必要。

当法人は、話を良く聞くことです。色々な保護受給者がいます。その人に合つた場所づくりが大切だ

と思います。    |
。当事者 。支援者の声、意見交換できる場所を今後もつくられるといいと思います。今回のワール ド・

カフェは、
‐
ギャラリーとしてもこれまでの議論を整理でき、いろいろな方の考え、お話をきくことが

できました。居場所は複数あるというのがポイント。そのためにはさまざまな考えを出し合うことが

大切ではないでしょうか。ざっくばらんに、自由に討議できたことは、可能性をさらに広げることに

つながると思います。

。当事者自身が語つていき、いろいろな人たちを巻き込んでいく。「生活保護」に対して関心がなかった

人も、少しでも関心を持ってもらえたらと思う。

・基本方針 :受給者のスティグ々の転換。アファーヤティブアクション。エンパワーメント。例 :「べて

るの家」のような取り組み。「こうしなさい」「働きなさい」ではなく、当事者が「やってみたい」と

言つたことをサポ
=卜
する。うさんくさく、失敗するかもしれない思いつきを(と にかくやつてみる。

(地域での生活困窮者等  (本目互)支援活動で).
・居場所とは、生活保護受給者だけに必要なものではないため、福祉事務所に窓口を置くのではなく、

ハローワークや他の機関など、一般の方がごちゃごちゃ入つてくるようなところで受付できるような、

こそつと入れるなど、心理的抵抗感が低くなる配慮があるとよいかと思います。  1
・既存の「公け」では、無駄や失敗が許されない中、新しい公共が、効率だけでない存在価値を認めら

れ、 ｀仕掛け、として 場`《を作ることが必要。名古屋で実践されている方が、うさんくさい場所で

最初はムダも覚悟で場を作り、当事者を巻き込んでいつたことを話されていた。とはいえ、最初は個

人の持ち出しで費用をねん出しているということだつた。「公け」ではないとはいえ、費用面、ボラン

ティアで継続できるのか、がとても気になる。ボランティアや内輪の自己満足で終わらないために、

何が必要なのかは、大きな課題です。

・社会、地域、近隣に評価される役害J。 少なくとも、否定されない役割を、選択可能な数だけ用意する

こと。一つは、社会参加としての「仕事」。一つは所属できるグループの 「一員」。他は?システムづ

くり。「仕事」の意味の見直し、支援プロセスにどう包みこんでいくか。システムの意図を社会全体に

説明していくこと。

。当事者の立場からの居場所。具体的には、生活困窮者やいろいろな悩みをかかえた人たちが、スタッ

フとして活動している場所があればよい:空き店舗など、地域再生が必要な場所にカフェをつくって、

人々の再生と地域の再生を目指す。社会で悩んでいるあらゆる人が、利用できる場所ができあがると

よい。

「無駄の中に→非効率、うさんくさい→明るくない、失敗してもいい→気持ちが楽、安心するところ→



気分がいい、心身ともにリラックス、一人ひとりの役割→認めてあげることのできる舞台。→一対一、

気持ちがいいところ、だれもがつどえる、それでいいんだと認める、役割づくり。→これをまとめた

サロンを作る。→ やつてみないとわからない部分も多いと思うので、やってみる。
。「考える」だけでなく、動く (行動)するということをコーディネー トできるようになれれば…と思う。

〔ない (足 りない)こ とを見ていくのではなく、資源があるということを認識する。〕
。いま目の前にあるものを探す、使う。多様な人々が楽しみながら参加する。「失敗してもいい」という

ことを皆で共有する。そうした雰囲気→ごちゃごちゃした、うさんくささ。

舞台をコーディネート。

ネットワーク。

遊`び、←→ ムダ。うさんくささ
(入りやすさ。かかわりやすさ。使い

やすさ。)

舞台は本人の役割。

「場所の要件」雑多な人達が生活し、行き交う場所。できればホームレスの人も居る場所。「支援者」

福祉的な感性を持ちながらも、一芸の有る人 (例えば)ギタリスト、マジシャン、パティシエなど。「地

域」地域の中に、介護施設や農地などがあれば、介護のボランティアが出来るし、農地があれば作物

作りに参加出来る。ビルばかりの地域だけでなくて商店街がベスト。「ネットワーク」ホームレス支援、

障害者支援、高齢者支援など、つながり、地域の医療や行政機関とも、顔の見える支援をつくりあげ

てゆく必要がある。「就労」既存の訓練の利用のみならず、マンツーマンによる各々の思いを育ててエ

ンパワメントしくその後の就労という流れをつくつてゆく必要がある。

以上



本年4～ 5月、当法人のスタッフが韓国における貧困対策を現地視察してきたので、その報惜を参考資

料として提出させていただきます。詳細な資料をお求めの方は、下記までメールをお願いいたします。

_ _    一稲葉剛(N颯 自立生活サポートセンケ守もやいゝ_

韓国における貧困対策

～ マイクロファイナンス (MF)と社会的企業、

日本国内導入の可能性について ～

特定非営利活動法人 自立生活サポートセンター・もやい

大関 輝一

httpブれwwmoyai.net
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1.はじめに

韓国は高度経済成長を経て貧困問題は急速に改善したが 1998年のアジア通貨危機 (IMF危機)
、の影響力ヽら大量の失業者が発生 (1998年有効求人解率0.09ゞ 貧困率も再上昇した カロえて景気浮

揚策として多くの金融機関がクレジットカードを発行し多重債務者が急増。これに伴い自殺者も増

加した。韓国政府は事態を改善しようと様々な手を打つが従来の短期の仕事を紹介する程度に留ま

り効果的な施策を打ち出すことができず政府への壮畔Jが集中した。

そこで韓国政府内から欧州の社会的企業やMFを新たに導入してはどうかという声が上がる。二

方、市民側は事態をなかなか改善できない政府をこれ以上待てないと市民活動が活発イL寄 付金を
財源としたMFを用いて社会公益的サービスを提供する社会的企業を設立し現在までに約 2万人の

雇用を創出するに至る。

このような約 10年間に亘る民間の活動を評価し現李明博政権が2009年「美少金融計画」を瓶

美少金融中央財団を設立し政府が参入することで、MF貸し出し総額を 1億 4000万W(民間中′D
から2螂 ＼こ増額し事業を韓国今十に拡大することを決めた。
以上のような韓国の取り組みは、長引く不況にあえぐ現在の日本社会に大いに参考にすべきとこ

ろがあるのではないかと考えこの度訪韓した。その概要を以下に報告する:

2.韓国のMF及び社会的企業の特徴

従来の利益追求型の資本主義は結局一部に富と資本を集中させるだけで貧困と格差を生み、社会

システムとして持続性を確保することができなかった。一方NPOに代表されるような市民活動も
理念は社会公益的な特徴に富む活動も多いが、財政的に寄付金や助成金に頼らぎるを得ず、事業の

継続性や活動のクオリティを確保することが難しいという現実があつた。よつて両者の優れた点を

融合することはできないかと考えたところに社会的企業の出発点がある。

つまり事業は社会公益的なサービスを提供することを目的とする一方、同時に事業の継続性又は

雇用を長期に維持する為に経済的収益をあげることも目的としている。そして特に後者においては

金融や経営ノウハウなど民間企業の持つスキィレを活用することで従来ヽPO等民間支援団体が弱か

った分野を補完し競争原理が働いても生き残れるような支援体制を充実させているg加えて政府も

社会的企業に対しては税制面の優遇はもとより、制度的なバックアップ及びアフターフォロー体制

を整え、社会的企業が国内で長期に存続及び成長し社会公益的サ
ニビスを継続的に提供できるよう

支援している。

このように韓国では国内にある各リソースの持つ強みを上手に活かし、従来公的サービスからも

れてしまうようなきめ細かいサービスを多くの国民に長期に提供できるシステムを社会的に充実さ

せている。

3.MF及び社会的企業の導入

韓国労働部 (労働省)は 2003年から社会的雇用創出事業を推進することで不足した社会サービ

スの供給拡大を通じた雇用創出の方法を模索し始め、その中で収益を創出し社会的目的に再投資す

る「社会的企業」を育成する必要を認識 2007年に「社会的企業の設立及び育成に関する法律」を



施行して社会的企業設立・育成支援事業をスター トさせた。

導入に当たつては欧州の社会的企業をモデルにしている。しかし市民社会が成熟した欧州の社会

的企業は市民主導であるのに対し、市民活動が未成熟な韓国内に欧州モデルをそのまま導入するこ

とは困難と考え、政府主導かつ韓国国内の実時に合わせた形での導入を検討した (労働部調 。

例えば最初期においては韓国大企業 SKと協力し子会社「幸せの町 併当屋)」 を設立。社会的弱

者を雇用しパイロット事業として試験草札 この成功を見て社会的企業つくりを本格化させた

また現在では下記の点に留意している。

①社会的目的と経済的収益の両立を目指すこと
。社会的企業の承認の際、有給スタッフを雇用し、収入は運営費の 1。3倍以上とすること。
・元々の営利企業は収益の2/3以上を社会的目的に再投資していること。

②総合的に (労働部の主観で)薩 用十目的を評価する。
③事礫妻粥神玲旨性

*現在若千収益性を重視した形に制度の見直しを行うた。

4.韓国内における社会的企業

韓国政府から社会的企業と認定されるには下記の4条件の内どれか一つに当てはまる必要がある。

【社会的企業要件】

①社員の30%以上を社会的弱者層から雇用している
②事業の30%以上を社会的弱者対象のサービス提供している
③①②のコンバインド 20% 20%等 も可
④その他 上記基準を満たさなくても、政府が社会的企業と認めた場合

また韓国政府が社会的企業を認定する上で用いる「社会的弱者」の定義は下記の通り。

【社会的弱者の定義】

・55歳以上の韓国国民
。平均年収の60%以下の者
・6ヶ月以上の失業者

・北朝鮮出身者

・一時は働いていたことのある主婦

・障害者

*内部基準で富裕層は外れる。

5.社会的企業として政府から認証を受けた際の優遇処置

30%以上、社会的弱者を雇用することが社会的企業の認証要件になっている為(一齢 業と比ベ

社会的企業は業界内での競争力がどうしても低くなってしまう。そこで下記のように社会的企業の

事業継続を国が支援する意味合いを込めた優遇が中心となっている。  ′



①外注経営コンサル費用 2000万W/3年。但し、1000万W/1年上限
②専門的人材雇用費用 3人まで150万W
③職員人件費として1人当たり93.2刑 年   _      _  _
④法人所得税+法人税を4年間半机

⑤社会的企業のサービス使用の如何を地方自治体の翌年度予算額に反映させる

例えばソウル市内にある社会的企業の物販及びサービスをソウル市が積極的に利用すると内務省

行政安全部 (総務省)が評価しソウル市の翌年度予算配分に上乗せされる。このように社会的企業

の事業を地方自治体が積極的に利用するようなインセンティブを与える仕組みを政府が制度として

構築している。

6。 まとめ

08年のリーマンショック以降、生活困窮に陥る人が本当に激増した。現場ではこの勢いはいまだ

もつて止まる事を知らず従来なら貧困に陥らない中間層までが生活困窮のため相談に訪れる事態と

なつている。しかし一方、生活困窮者の相談にのり福祉事務所等に同行する支援団体も全国的に増

え生活困窮者をセイフティネットにつなぐ入り口機能はこの2年で相当に充実した。

しかし普段生活相談に従事する者として今、最も懸念することは生活困窮した人たちのその後で

ある。生活保護によつて最低限度の生活が保障されたとしてもいつまでたっても生活保護から抜け

出せなし、 CWは相も変わらず仕事を探せと本人たちに言う人が多いが今どれだけ仕事がないか現

状を分かつているのだろうかと疑間に思うことが多々ある。今、本当に日本には仕事がない。そし

て無いものは逆立ちしても無いのである。しかしふと、無いならないで作らた方が早いのではない

か?考えた6それが今回のMFと社会的企業に興味を持つ原点である。

韓国の取り組みの最も興味深い点は実はMFや社会的企業そのものではなく、これらに付随した
アフターフォロー支援体制の充実である。支援を付けず単に貸付を行つた場合、非常に焦げ付き易

くなることは第2のセイフティネットがその好例であり、さらに失業者に貸付を行うなど返す当て

のない貸付 (借金)をすることの危険性を示す例は枚挙にいとまがなし、一方韓国は社会的企業と

MFを組み合わせたことにより社会的企業の事業収益によってMFの貸付を返す目処を持ち、かつ

貸付を行う前からコンサルタントが入り資金のプランニングから事業戦略まで短・中・長期的視野

を持つてアル イヾスを行う。それによって事業の持続可能性を出来るだけ高め、かつ貸付を着実に

逃葵きケる。

残́念ながら日本にこのような支援体制はない。しかし2010年 6月 18日 に施行された改正貸金業

法・特例処置により日本国内でMFを始める法的下地は整つた。よつてこれからは創業支援ネット
ワークのような社会的企業の創業から軌道に乗るまでの支援体制を充実させることが重要である。

PSが提唱され被保護者の中間ケアに注目が集まる中、創業支援ネットワークにより全く起業し

た経験のない者でも社会的企業を起業する体制を整えることは(治J業により多くの雇用を生むこと

で生活保護からの出回戦IIFになるだけでなく、同時にクオリティの高い社会公益的サービスを広く

提供できる可能性を秘めている。
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生業扶助の状況

○ 全国デニタ (平成20年度・月平均)
参考6

生業扶助 (参考)総数

|その他世帯
被保護人員 37, 383 人 1,592,62o  ノ、

被保護世帯数 32, 309 世 帯 1,148,766 世帯 121,570 世帯

保護費 (実績 ) 717,883 千円 228,104,438 千円

○ 法令・通知等
①生活保護法 (昭和25年5月 4日法律第144号 )(抜粋)
第 17条 生業扶助はt困窮のため最低限度の生活を維持することのできない者又は
そのおそれのある者に対して、左に掲げる事項の範囲内において行われる。但し、
これによつて、その者の収入を増加させ、又はその自立を助長することのできる見
込のある場合に限る。
一 生業に必要な資金t器具又は資料
二 生業に必要な技能の修得
三 就労のために必要なもの

l②生活保護法による保護の実施要領にういて (昭和38年 4月 1日社発第246号厚生省社会
局長通知)ヽ (抜粋)
第7 最低生活費の認定
8 生業費、技能修得費及び就職支度費       .

(2)技能修得費

ア 技能修得費 (高等学校等就学費を除く)
(ア)生計の維持に役立つ生業に就くために必要な技能を修得する経費を必要
とする被保護者に対し、その必要とする実態を調査確認のうえ、基準額の
範囲内における必要最小限度の額を計上するものとすること。
(イ)身体障害者手帳を所持する視覚障害者が、あん摩マッサージ指圧師、は
り師、きゅう師等に関する法律第 2条第 1項の養成施設において、はり師、
きゅう師になるために必要な技能を修得する場合で、当該技能修得が世帯
の自立助長に特に効果があると認められるときは、技能修得の期間が 2年
をこえる場合であっても、その期間 1年につき 70,000円 の範囲内で特別
基準の設定があったものとして必要な額を認定すること。
(ウ)技能修得費として認められるものは、技能修得のために直接必要な授業
料 (月謝)、 教科書 口教材費及び当該技能修得を受ける者全員が義務的に
課せられる費用等の経費並びに資格検定等に要する費用 (ただし、同一の
資格検定等につき一度限りとする。)等の経費であること。
なおt技能修得費として認められる経費が保護の基準別表第 7の 1によ
りがたい場合であってやむを得ない事情があると認められるときは、
116,000円 の範囲内において特別基準の設定があったものとして必要な額
を認定して差しつかえないことざ

(工)前記 (ア )1こ定めるところにかかわらず、(平成 17年 3月 31日付け社援
発第 0331003号厚生労働省社会・援護局長通知に定めるところによる)自
立支援プログラムに基づくなど、実施機関が特に必要と認めた場合につい
ては、コンピュー7の基本的茸聾

の操作等就職に有利な一般的技能や、コ



ミュニケーション能力等就労に必要な基礎的能力を修得するための経費を

必要とする被保護者についても、基準額の範囲内における必要最小限度の

額を計上して差しつかえないこと。

なお、自立支援プログラムに基づく場合であつて、 1年間のうち|ご複数

回の技能修得費を必要とする場合については、年額 186,000円 の範囲内に

おいて特別基準の設定があつたものとして必要な額を認定して差しつかえ

ないこと。

(オ)当分の間、次のいずれかに該当する技能習得手当を受けている被保護者
については、その実額に相当する額を技能修得費として計上すること。こ

の場合、その者の収入のうち当該計上額は収入充当順位にかかわりなく技

能修得費に充当することとし、また、その額が技能修得費の=般基準額を
こえるときは、特別基準の設定があつたものとして取り扱うこと。

なお、 bに該当するものとして取り扱う場合は、厚生労働大臣に情報提

供すること。
a 雇用対策法等に基づき支給される技能習得手当
b 職業能力開発促進法にいう公共職業能力開発施設に準ずる施設におい
て職業訓練をうける者が地方公共団体又はその長から支給されるaに準

ずる技能習得手当

(力)被保護者に対して、障害者自立支援法第77条の規定に基づき、市町村
が実施する地域生活支援事業の更生訓練費給付事業により、更生訓練費又

は物品の支給が行われた場合は、当該訓練費の実額又は物品の支給に要す

る費用の実額を技能修得費として計上するとともに、その者の収入のうち

当該計上額は、収入充当順位にかかわりなく技能修得費に充当することと

し、また、その額が技能修得費の一般基準額をこえるときは、特別基準の

設定があつたものとして取り扱うこと。ただし、技能修得費を当該訓練費

の実額又は物品の支給に要する費用の実額をこえて認定する必要があると

き、又は技能修得費として計上した額を各月に分割して支給することが適

当でないと認められるときは、前記の取扱いによらず、一般基準額又は (イ )

若しくは (ウ)による特別基準額として認められる額の範囲内において必要

と認められる額を技能修得費として計上しt更生訓練費等は収入として認
定すること。

(キ)(ウ )による限度額を超えて費用を必要とする場合であつて、次のいずれ

かに該当するときは、380,000円 の範囲内において特別基準の設定があう

たものとして取り扱うて差しつかえないこと。

この場合t給付にあたつては、必要と認められる最小限度の額を確認の
上、その都度分割して給付するものとすること。
a 生計の維持に役立つ生業に就くために専修学校又は各種学校において
技能を修得する場合であつて、当該世帯の自立助長に資することが確実

に見込まれる場合

b 自動車運転免許を取得する場合 (免許の取得が雇用の条件となつてい
る等確実に就労するために必要な場合に限る。)

c 雇用保険法第60条の2に規定する教育訓練給付金の対象となる厚生
労働大臣の指定する教育訓練講座 (原貝Jと して当該講座修了によつて当

該世帯の自立助長に効果的と認められる公的資格が得られるものに限

る。)を受講する場合であつて、当該世帯の自立助長に効果的と認めら
れる場合
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③生活保護法による保護の実施要領の取扱いについて (昭和38年 4月 1日社保第34号厚

生省社会局保護課長通知)(抜粋)
第7 最低生活費の認定
間80 局長通知第 7の 8の (2)のアの (工)において、「実施機関が特に必要と認めた
場合」の技能修得費については、どのようなものが対象となりうるか。また認

定にあたって留意する点は何か。

答 技能修得費は、生業に必要な技能の修得を目的とするものであるから、対象
としては、稼働能力を有する者が、段階的であつても就労を目指して行う取組

である必要がある。そのような取組であれば、就職に有利な一般的技能や就労

に必要な基礎的能力の修得以外であっても、職場の適応訓練や就労意欲の喚起

を目的としたセミナーの受講等に必要な経費についても支給の対象として差し

つかえない。費用の支給にあたつては、本人の状況及び取組の内容や程度を勘

案するとともに、実施機関と被保護者の間で、当該取組によって達成すべき目

標や達成の期限を設定した自立計画書を策定するなど、効果的な取組が行われ

るよう努められたい。

なお、自立支援に資するものであっても、健康管理や家事などの生活指導な

ど、日常生活の質の向上を主な目的とした取組については、技能修得費の対象

としては認められないので留意されたい。
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生活保護間答集について」(平成21年 3月 31日厚生労働省社会・援護局保護課長事務

連絡)(抜粋)

(1)生 業 費

間 7,130

生業費を支給できる業種

(問)生業費|よ ,「専う生計の維持を目的として営まれることを建前とする小

規模の事業を営むために必要な資金又は生業を行うために必要な器具若しくは

資料を必要とする被保護者」に対して行われることとされているが,どのよう

な業種が考えられるか。      1

(答)生業費は,利潤の獲得のみを,目 的として行われる企業に対して適用する

ものではなく,′ 生計維持を目的とする小規模事業に対して適用されるものであ

り,例えば,食準|.晶店 (個人商店,ノ 百ヽ屋,個人製某店等),文化品店 (書店,

古本屋,文房具店,印章店,玩具店,生花店等),飲食店 (中華ソバ店,大衆食

堂,喫茶店等),自 由業 (大工,左官等)その他製造加工修理業,サービス業等

多岐にわたる種類があげ場れ,これら小規模可f業を営むに必要な設備資金,運

転資金を対象とするものである。

* 唖騰第7-8-(1)生業費

間 7-131

かんがい用水の引水工事と生業費

(間)開拓地で,かんがい用水の引水工事を行う場合に被保護世帯もこのかん

がしヽ用水敷設に要する経費を分担しなければならないが,農産物の生産の増加

が期待でき,当該世帯の自立助長に役立つことが明白な実1青にある。この負担

金を生業費の対象として認定してよいか。

(答)設間のような資金にっいては,農業近代化資金融通法に基づく貸付資金

等の貸付を受けることが考えられ,その場合は何tうI:金を必要経費として認定す

る途も開かれているので, これを生業費として支給することは適当でない。
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5生 業 費

間 7-133

通信教育における美容師の資格取得

(問)夫婦と子供3人の世帯において妻が就労のかたわら美容師の資格を取得

するため美容師養成所の通信教育による技能修得をしたい旨申出があつたが,

国家試験を受けるまで実地習練の 1年間を含めて3年を要するので他の適当な

技能修得をあう旋すべさかと思うが,この場合,1年間の実地習練期間はある

程度の手当収入があり,.生業扶助費の支給の必要はないのであるから技能修得

期間を2年と認定して,1年目,2年目は必要とする経費をそれぞれ基準額の

範囲内で必要な時期に支給するという取扱いは認められるか。

(答)技能修得費の認定はお見込みのとおり取り扱って差し支えない。すなわ

ち各種学校における就学は,生業扶助 (技能修得)の対象となり得るものであ

り:技能修得を適用する場合に就学期間が 1年を超えるものであっても,その

就学が世帯の自立更生上効果的と認められるものについては,告別表第 7の 2

ただし書の取扱いによつて 2年を限度として生業扶助を適用して差し支えな

い。また,こ の場合理容師,美容師等のごとく,その資格を取得するために,

一定期間の実地習練を経なければならない職種に関しては,実地習練を行う理

容所,美容所等から相当額の報酬を受け,これによって技能修得のための必要

な費用が賄われるときは,その実地習練の期間は技能修得のための 2年の年限

に含まれないものとして取り扱って差し支えない。

* 曜露 別表第 7-2 技能修得費の算定
* 旺〕第7-8-(2)技能修得費

間 7-134

/AN共
職業能力開発施設在校者の作業衣

(問)公共職業能力開発施設に在校する者が訓練を受けるに際して作業衣が必

要となるが,これを技能修得費として認定してよいか,それとも就職支度費と

して認定すべきか。
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第7 最低生活イtの認定

鬱
働
働

第6 他法他施策の活用
第 8「 4-(5)ニ カ 開拓者資金融通法に基づく政府の貸付資金

第 8-4T(5)ニ ク 農業近代化資金助成法に基づく農業協同組合等の貸付資金

(2)技能修得費 (高等学校等就学費を除く)

間 7-132

＊

　

＊

　

＊

内部障害者更生施設入所者の自動車学校への入学

(問)内部障害者更生施設に入所中の要保護者から,退所後の就職が有利であ

るという理由をもつて自動車運転免許を取得するため自動車学校の入学金,授

業料,交通費等について支給の申請があつたが,これを申請どおり認めてよい

か。

健⇒ 内部障害者更生施設は,結核回復者等内部障害者が一定期間入所し,適
切な医学的管理の下に必要な生活指導と職業訓練を行うことを目的として設置

運営するものであり,その入所者が,いわゆる課外時間を利用して行う技能修

得については原則として生活保護法を適用することは適当とは解されないしと

くに設間のように単に退所後の求職にあたらて有利な条件となる技能を修得し

ようとするような者に対して生活保護法による技能修得費を適用することは認

められない。

しかしながら,入所者の中には,健康状態が健康者と同程度に回復した者も

いるので,これらの者で間もなく退所することが明らかであるものに対しては,

自動車運転業務に従事することが可能である旨の医師の診断書と運転免許取得

後雇用するという雇用主の証明がある場合に限り,その者の自立助長を図るた

めに自動車運転免許取得に必要な経費について生活保護法による技能修得費を

適用して差し支えない。

なお,技能修得費の適用に当たり,生活福祉資金等他法他施策の活用を図る

べきことは勿論である。

* 嘔〕第7-8-(2)技能修得費
* 昭和 42年 8月 1日社更第 244号社会局長通知「身体障害者福祉法の一部を改正す
る法律の施行について」
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第 7 jlt低生活イ1の認定

(答)技能修得のために直接必要なものであり,かつ,当該技能修得を受ける

者全員が義務的に課せられるものであれば,技能修得費として認定して差し支

えない。            ・

ちなみに,就職支度費はすでに就11が確定した者に対して認定できるもので

あり,職業訓練校に在校中の者は認定の対象とはならないものである。

* 旺〕 第7-8-(2)一 アー(ウ)技能修得費として認められるもの
* 旺∋ 第7,8-(3)就職支度費の計上

間 7-135

雇用対策法等に基づき支給される技能修得手当

(間)局第 7の 8の (2)のアのl■lの aの「雇用対策法等」の「等」にはどのよう

なものが該当するか。

(答)雇用対策法のほかに,駐留軍関係離職者等臨時措置法,沖縄振興特別措

置法,国際協定の締結等に伴う漁業離職者に関する臨時措置法,雇用保険法等

である。

* 嘔〕 第7-8-(2)一 アー0-a 技能修得費として計上する技能習得手当

間 7-136

職業訓練手当受給者の取扱い

(間)職業訓練手当を毎月受給すれば保護を要しない者についても,訓練終了
後の当該手当の一括受給を認め,訓練期間中保護を継続してよいか。

催鋤 職業訓練開始前において被保護者である者については,局第 7の 8の (2)
のアのけ)に該当する場合にかぎり,お見込みのとおり保護を継続して差し支え

るミい。

したがって,1訓練開始と同時に保護の申請があった世帯についてはこのよう

な取扱いは認められないものである。
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5生 業 費     ´

* 颯 第 7-8-(2)一 アー(オ)技能修得費として計上する技能習得手当
* 昭和 39年 8月 19日 社発第 409号社会局長通知「生活保護法による保護の実施要
領の改正について」

間 7-137

特別支援学校高等部別科の技能修得費

(間)被保護者が特別支援学校高等部の別科に入学する場合「特別支援学校へ

の就学奨励に関する法律」 (以下「就学奨励法」という。)により援助で満たさ

れない学用品の購入費を技能修得費の対象として支給してよいか。

(答)特別支援学校高等部の別科の教育内容は高等教育そのものではなく技能
教育を目的としたものであるから,別科に就学する者は技能修得を目的とする

各種学校に就学する場合と同様に取り扱うこととなる。したがって,就学奨励

法により支給されない学用品の購入は,技能修得費の対象として差し支えない

ものである。

ただし,こ の場合の学用品は,学校長の指定証明のある必要最少限度のもの

に限るべきである。

* 旺務第ケー8-(2)Tァニ(ゥ)表台ヒ修得費として認められるもの

間 7-138

技能修得費の再支給

(間)一度技能1多得費の支給を受けた者について,再度技能修得費を支給する

ことは認められないか。

(答)例えば事故により障害を負った場合等で著しい状況の変化によって新た

な技能を身につけなければ自立が不可能なケースについては,再度技能修得費

を支給して差し支えない。

また,自立支援プログラムに基づく場合については複数回の支給が認められ
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打,7 」t低生活費の認定

ているところである。

*亀醗第7-8-(2) 技能4参得イt ′

間 7-139

自動車運転免許の更新等に要する費用

(答)技能修得のために必要な場合に限り,局第 7の 8の (2)のアの(ウ)の資格検

定に要する費用としてお見みみのとおり支給して差しつかえない。

なお,通勤用・事業用自動車の保有を認められた者については,勤労
。事業

収入から必要最小限度の額を必要経費として控除することが
できるものであ

る。

* 曜鵬 第 8-2 125 cc以下のオー トバイ等の維持費

間7-155 高等学校等就学中の被保護者が、資格検定試験を受け
る場合及び自動

車運転免許を取得する場合、技能習得費を支給
してよいか。

答 就学中の高等学校等での授業に関連のある資格試験を受ける場合
において、

当該資格を取得することが、世帯の自立助長
に効果があると認められる場合に

限り、局第 7の 8の (2)の アの (ウ )により支給 して差 し支えな
い9

また、高等学校等を卒業後、就労するために必要
な場合に限 り、局第 7の 8

の (2)のアの (キ )の bに基づき、自動車運転免許を取得するた
めに必要な

最低限の費用を支給して差し支えない
:等就学費との併給が認められるもあは、なお、技能修得費のうち、高等学校

資格検定等に要する費用のみであることに留意された
い。

(間)自動車運転免許の更新等,資格の更新の際に受講する講習等に要する費

用について,技能修得費として支給できるか。
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